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 日本法人である ASKK 社(原告、控訴人)は、国外関連者である ASSI 社と ASBV 社から、ASKK 社が
日本国内において当該国外関連者が製品販売を行うコンピュータソフトウェア(P 製品)に関する販
売支援、顧客誘導、マーケティング、サポートサービス等の役務提供を行い、役務提供の対価と









ASKK社は、平成11年 12月 1日から同14年 11月 30日までの3事業年度において、本件手数料
収入に基づく法人税を納付していたところ、課税当局は、本件手数料の額は租特法 66 条の 4 第 1
項に定める独立企業間価格(ALP)に満たないとして、ASKK 社に対し法人税の増額更正及び過少申告






東京高裁は、課税当局側が本件取引に適用した ALP の算定方法は、租特法 66条の 4第 2項に規



































































                         
5 あるデータベースのパッケージソフトウェアの保守サービス料は年間でソフトウェアライセンス価格の10%～20%相当額
程度で、そのほとんどが粗利になるともいわれている。 
























移転価格が問題となりうる事案においては、いかなる場合であっても租特法 66 条の 4 の規定に
より棚卸資産かそれ以外かの区分に応じ、ALP が算定されることになる。しかしながら、確かに一
定の方法により ALP は算定されることになるが、それが自己のためか否かを問わず、営業上「関
連者間」以外では代替することのできない「コア・コンピタンス」が含まれていることが少なく
なく、（本件のように比較対象取引などにより）結局のところ算定された ALP の妥当性評価にあ
たっては不透明性を残すことになる。今後、多国籍企業におけるサプライチェーンが高度化、進
展し、ALP の算定、評価がより困難になることが懸念される中、租税法律主義に基づく一定の法的
安定性を確保しながらも、課税権侵食と戦うための課題は、極めて大きいものと考えられる。 
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